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会 社 の 概 要 （2006年11月30日現在）

社　　　　　名 アルプス電気株式会社

英 文 社 名 ＡＬＰＳＥＬＥＣＴＲＩＣＣＯ.,ＬＴＤ.

本　　　　　社　 〒１４５-８５０１
東京都大田区雪谷大塚町１番７号
ＴＥＬ.  (０３)３７２６-１２１１（大代表）

設　　　　　立 １９４８年１１月１日

資 本 金 ２３,６２３,５７１,７１１円

発行済株式総数 １８１,５５９,９５６株

株 主 メ モ

決 算 期 年１回 ３月３１日

基 準 日 定時株主総会関係３月３１日
期末配当金支払株主確定関係３月３１日
中間配当金支払株主確定関係９月３０日
その他予め公告する日時

定時株主総会 ６月下旬

公 告 掲 載 電子公告により、当社ホームページ（http://
www.alps.co.jp/j/ir/index.htm）に掲載します。
なお、やむを得ない事由により、電子公告がで
きない場合は、日本経済新聞に掲載します。

上場証券取引所 東京（市場第一部）

1単元の株式数 １００株

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

郵便物送付先 〒171-8508 東京都豊島区西池袋一丁目7番7号
および 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（電話照会先） 電話　0120-707-696（フリーダイヤル）

同　取　次　所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　全国本支店

（お知らせ）株式事務に関するお問い合わせ
お問い合わせ 0120-707-696（フリーダイヤル）
住所変更等諸届用紙ご請求 0120-864-490（フリーダイヤル：24時間受付）
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年の瀬が近づき、朝夕の
冷え込みが厳しくなってま
いりましたが、株主の皆様
には、ますますご健勝のこ
ととお慶び申し上げます。
2006年上期における世界

経済は、米国において、原油価格の高止まりが景気への懸念
材料となっておりましたが、企業収益や個人消費の伸びに支
えられて堅調に推移し、欧州経済も輸出の増加を背景に伸長
しました。また、中国経済は、引き続き設備投資が増加する
など、拡大を維持しています。我が国経済も同様に、良好な
企業収益に支えられ、民間設備投資や個人消費が増加するな
ど、緩やかに拡大しました。当電子産業界におきましては、
原材料価格の高騰や、製品価格の下落による企業業績への影
響も見られましたが、多機能化する携帯機器市場向け部品や
電装化が進む自動車部品の需要は大幅に拡大しました。
当上期における当社の電子部品事業は、コンポーネント事

業では、携帯電話や携帯オーディオ機器などの普及に牽引さ
れ、スイッチやコネクタなどが好調に推移しました。さらに、
電装化が著しい自動車向けに、安全性や燃費向上に貢献する
センサやスイッチなども増加しました。磁気デバイス事業は、
ハードディスクドライブ用ヘッドにおいて、主要顧客の合併
により販売数量が減少したことや、販売価格の下落が影響し、
売上が減少しました。情報通信事業につきましては、デジタ
ル放送の普及に伴う世代交代が進み、ＴＶ用デジタルチュー
ナが増加する反面、アナログチューナが減少し、売上はほぼ横
ばいの結果となりました。ペリフェラル事業につきましては、
携帯電話用ＬＣＤ（液晶表示素子）の規模縮小や、小形フォトプ

リンタの顧客在庫の調整などにより、売上が減少しました。
最後に車載電装事業では、特に欧州を中心とした海外顧客に
おける当社製品搭載車種の販売が好調であったことや、為替
が円安に推移したことなどから、全般的に売上を増やすこと
ができました。全体として、当中間期における売上高は、前
年同期に比べ若干減少し、営業利益面では残念ながら大幅な
減少を計上する結果となりました。
ここ数年、「5つの事業のバランスの取れた成長」を念頭に置

き、経営の安定化を図ってまいりましたが、昨年12月のいわゆ
る「シーゲート・ショック」の影響が予想以上に早く表れ、磁
気デバイス事業の業績が大きなインパクトを受けました。さら
に情報通信・ペリフェラル両事業における低迷も重なり、本年
度の業績予想につきましては、誠に遺憾ながら、今年5月に発
表した予想値を下方修正せざるをえませんでした。
今年5月に開催した「ALPS SHOW 2006」では、数多くの新

技術・新製品を発表し、その後の「アルプスショー・イン・
カスタマー」においても、お客様からの反応に確かな手応えを
感じておりますが、それらがビジネスに結びつくまでには、今
しばらくの時間を必要とします。
話は変わりますが、去る10月28日、当社グループのスポーツイ

ベント「ALPS WORLD 2006」を14年ぶりに内容を一新して開催
しました。「アルプスグループは一つ」の考えのもと、グループに
おける一体感の醸成を図ることができました。この一体感を力に
全社一丸となって、現況を乗り切っていきたいと考えております。
株主の皆様には、今後ともより一層のご支援とご鞭撻を賜

りますよう、よろしくお願い申し上げます。

2006 年12月
代表取締役社長

Message 株主の皆様へ



携帯機器用コネクタ

HDD用ヘッド

携帯電話用カメラモジュール

小形フォトプリンタ
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連結業績の概況
平成18年4月1日から平成18年9月30日まで

当中間期の売上高は343,688百万円

（前年同期比1.2％減）となりました。営業

利益は12,284百万円（同43.5％減）と落

ち込み、経常利益は13,728百万円（同

37.6％減）、純利益は、5,473百万円（同

29.4％減）で、減収減益となりました。
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ステアリングモジュール

経営成績の状況 （単位：百万円）

科　　目
第74期 第73期

（平成18年度） （平成17年度）
中間期 中間期

売 上 高 ３４３,６８８ ３４７,９００

営 業 利 益 １２,２８４ ２１,７２８

経 常 利 益 １３,７２８ ２２,００４

中 間 純 利 益 ５,４７３ ７,７５３

コンポーネント ４６，５４５

磁気デバイス ３３，１３４

情報通信 ２９，２００

ペリフェラル ４１，０３３

車載電装 ４４，３８３

 １９４，２９８

音響製品事業 １２４，４５９

物流・その他事業 ２４，９２９

 　　　　　　　

電子部品事業 

合計 

電子部品事業 売上高構成比（%）

２４.０%

１７．１%

１５．０%

２１．１%

２２．８%

（単位：百万円）

電子部品事業

●コンポーネント

携帯電話や携帯オーディオ機器などの世界的な普及に牽引され、ス
イッチやコネクタなどが大きく売上を伸ばしました。さらに、電装化が
進む自動車向けのセンサやスイッチなども増加しました。

●磁気デバイス

HDD（ハードディスクドライブ）用ヘッドは、主要顧客の合併および販
売価格の下落の影響などから売上が大幅に減少しました。民生用
ヘッドも、市場の縮小に伴い売上が減少しました。

●情報通信

デジタル放送の普及に伴う世代交代が進み、デジタルチューナは増
加するものの、アナログチューナは減少する結果となり、売上はほぼ
横ばいとなりました。

●ペリフェラル

モデル切替による携帯電話用LCDの大幅縮小、在庫調整による
フォトプリンタの減少により、売上が減少する結果となりました。

●車載電装

欧州などの海外自動車メーカー向けが好調で、モジュールでは特長
ある製品が伸び、為替も円安に推移したため、売上が拡大しました。

音響製品事業

市販部門ではデジタル対応製品が好調でしたが、市場の低迷により
売上は減少しました。情報・通信機器部門ではリアシート・エンター
テイメント・システム、ポータブル・ナビゲーションなどが、自動車メーカー
向けでは、カーナビゲーションなどが好調に推移しました。

物流・その他事業

電子部品物流のアウトソーシング・ニーズを捉え、運送・保管業務
ともに売上を伸ばしました。消費物流では、個別配送・流通加工
を中心に好調でした。海外ではフォワーディング事業強化やネッ
トワーク拡充により売上を拡大しました。

部門別売上高構成
（平成18年度　中間期）
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連結財務諸表（要約）
連結貸借対照表
（平成１８年９月３０日現在） （単位：百万円）

科　 目 金　額 科　 目 金　額
（資　産　の　部）

流　動　資　産 ３２１,３１４

現　金・預　金 ７６,８２１

受取手形・売掛金 １３０,７５８

た な 卸 資 産 ８６,７３２

繰延税金資産 ９,６７５

そ　　の　　他 １９,５９５

貸 倒 引 当 金 △２,２６８

固　定　資　産 ２３０,１３６

有 形 固 定 資 産 １６０,７２８

建物・構築物 ４９,６０５

機械装置・運搬具 ５５,９０１

土　　　　　地 ２９,０８２

そ　　の　　他 ２６,１３８

無 形 固 定 資 産 １５,３２２

投資その他の資産 ５４,０８５

投資有価証券 ２２,３５０

繰延税金資産 ８,７３５

長期前払年金費用 １０,９１６

そ　　の　　他 １２,２７５

貸 倒 引 当 金 △１９１

繰　延　資　産 ０
資　産　合　計 ５５１,４５１

（負　債　の　部）
流　動　負　債 １８６,２９７
支払手形・買掛金 ６８,３２７
短 期 借 入 金 ４３,２３５
一年以内償還社債 １０,０００
未　払　費　用 ２２,９７８
未払法人税等 ５,４４６
賞 与 引 当 金 ８,５１７
製品保証引当金 ５,４２４
そ　　の　　他 ２２,３６６

固　定　負　債 ７４,２１１
新株予約権付社債 ２８,８１９
長 期 借 入 金 ３４,０３５
そ　　の　　他 １１,３５５

負　債　合　計 ２６０,５０８
（純　資　産　の　部）

株　主　資　本
資　　本　　金 ２３,６２３
資 本 剰 余 金 ４５,５８６
利 益 剰 余 金 １３４,９９４
自　己　株　式 △３,５４１

株 主 資 本 合 計 ２００,６６２
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 ４,５８０
繰延ヘッジ損益 △１
土地再評価差額金 △,５６９
為替換算調整勘定 △,７５４

評価・換算差額等合計 ３,２５５
少 数 株 主 持 分 ８７,０２４
純 資 産 合 計 ２９０,９４２
負債・純資産合計 ５５１,４５１

連結株主資本等変動計算書
（平成１８年４月１日～９月３０日） （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本 利益 自己 株主
剰余金 剰余金 株式 資本合計

平成１８年３月３１日残高 ２３,６２３ ４５,５８６ １３１,３０９ △５３９ １９９,９８０
当中間連結会計期間中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △１,８１１ △１,８１１
役 　 員 　 賞 　 与 △１２３ △１２３
中　間　純　利　益 ５,４７３ ５,４７３
連結子会社増加に伴う増加 １４６ １４６
従業員奨励福利基金 △０ △０
自 己 株 式 の 取 得 △３,００２ △３,００２
自 己 株 式 の 処 分 △,０ ０ ０
株主資本以外の項目の当中間
連結会計期間中の変動額（純額）

当中間連結会計期間中の変動額合計 △０ ３,６８４ △３,００２ ６８２
平成１８年９月３０日残高 ２３,６２３ ４５,５８６ １３４,９９４ △３,５４１ ２００,６６２

所在地別セグメント情報
（平成１８年４月１日～９月３０日） （単位：百万円）

科　 目 金　額
売 上 高
日 本 ２９２,５６０
北　　　　米 ７０,５７２
欧　　　　州 ９８,６３２
ア ジ ア １４８,６５４
そ の 他 ７５１
セグメント間取引消去 △２６７,４８３
連　　　　結 ３４３,６８８

営 業 利 益
日 本 ８,３４７
北　　　　米 ７５７
欧　　　　州 １,５１４
ア ジ ア ５,９３０
そ の 他 ２５
セグメント間取引消去 △４,２９０
連　　　　結 １２,２８４

連結損益計算書
（平成１８年４月１日～９月３０日） （単位：百万円）

科　　目 金　額
売 上 高 ３４３,６８８
売 上 原 価 ２８８,８１２
販売費・一般管理費 ４２,５９１

営 業 利 益 １２,２８４
営 業 外 収 益 ３,１５２
営 業 外 費 用 １,７０８

経 常 利 益 １３,７２８
特 別 利 益 ６４１
特 別 損 失 １,０８９

税金等調整前中間純利益 １３,２８０
法人税、住民税・事業税 ５,１２２
法人税等調整額 △４９６

少 数 株 主 利 益 ３,１８０
中 間 純 利 益 ５,４７３

連結キャッシュ・フロー計算書
（平成１８年４月１日～９月３０日） （単位：百万円）

科　　　　目 金　額
営業活動によるキャッシュ・フロー １４,９６９
投資活動によるキャッシュ・フロー △２６,９２０
財務活動によるキャッシュ・フロー ０００,５６４
現金・現金同等物に係る換算差額 ６６１
現 金 ・ 現 金 同 等 物 の 減 少 額 △１０,７２５
現金・現金同等物の期首残高 ８７,５３７
新規連結子会社の現金・現金同等物の期首残高 １６２
連結子会社と非連結子会社との合併に
伴う現金及び現金同等物の期首残高 ２６

現金・現金同等物の中間期末残高 ７７,００２

評価・換算差額等

その他 繰越 土地 評価・換算 少数株主 純資産
有価証券 ヘッジ 再評価 為替換算 差額等 持分 合計
評価差額金 損益 差額金 調整勘定 合計

平成１８年３月３１日残高 ４,８６３ — △５６９△２,５２４ １,７６８ ８３,６１１２８５,３６１
当中間連結会計期間中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △１,８１１
役 　 員 　 賞 　 与 △,１２３
中　間　純　利　益 ５,４７３
連結子会社増加に伴う増加 １４６
従業員奨励福利基金 △０
自 己 株 式 の 取 得 △３,００２
自 己 株 式 の 処 分 ０
株主資本以外の項目の当中間
連結会計期間中の変動額（純額） △２８２ △１ — １,７７０ １,４８６ ３,４１３ ４,８９９

当中間連結会計期間中の変動額合計 △２８２ △１ — １,７７０ １,４８６ ３,４１３ ５,５８１
平成１８年９月３０日残高 ４,５８０ △１ △５６９ △７５４ ３,２５５ ８７,０２４２９０,９４２
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当社は、「美しい電子部品を究めるアル
プス電気」を訴求テーマとした企業イメー
ジ強化への取り組みを進めています。
今号の表紙は、10月に新聞・雑誌等に掲
載した「見えない波で、通じあい、信じあ
う」をタイトルとした企業広告です。ここ
に登場する製品は、自動車に搭載される
「高周波アンテナ」です。本格的に普及し
たETC（自動料金収受システム）や車載情報
機器において必要不可欠であるGPS（全地
球測位システム）のギガヘルツ帯の高周波を効率よくキャッチ
してチューナに取り込みます。
「アルプスの赤箱」の愛称で親しまれたラジオの選局を行う
ための部品「バリコン」以来、当社は高周波技術のノウハウを
蓄積してきました。
白黒・カラーテレビ、VTRと、1950～80年代を通して、アル
プスの高周波技術が、世界の民生用電子産業を支えてきました。
通信デバイス事業部（福島県相馬市）は、高周波関連製品の更
なる実績と信頼を得るべく、取り組んでまいります。
なお、今回の企業広告はホームページからもご覧頂けます。

Brand 企業イメージ強化に向けて

■ ホームページからのお知らせ

当社ホームページでは、アニュアルレポー
ト、CSRレポートが電子ブックにてご覧頂け
るようになりました。電子ブックは、本や雑
誌のようにページをめくりながら読むことが
可能なデジタル媒体で情報の検索性・入手の
手軽さが特長になっています。下記のアドレ
スから是非ご利用下さい。

ホームページアドレス http://www.alps.co.jp/
ＩＲ情報 http://www.alps.co.jp/j/ir/index.htm

単独財務諸表（要約）
貸借対照表
（平成１８年９月３０日現在） （単位：百万円）

科　 目 金　額 科　　目 金　額

（資　産　の　部）

流　動　資　産 １４２,６８１

現 金 ・ 預 金 ９,１２８

受取手形・売掛金 ８５,８２３

た な 卸 資 産 ３２,１８４

そ　　の　　他 １５,５９０

貸 倒 引 当 金 △４５

固　定　資　産 １５４,５２２

有 形 固 定 資 産 ７９,８２１

建　　　　　物 １８,３７８

機　械　装　置 ３０,９５３

土　　　　　地 １６,９４１

そ　　の　　他 １３,５４７

無 形 固 定 資 産 ５,８１１

投資その他の資産 ６８,８８８

投資有価証券 ２,８８７

関係会社株式 ３９,２６５

そ　　の　　他 ２６,７７０

貸 倒 引 当 金 △３５

資　産　合　計 ２９７,２０３

（負　債　の　部）

流　動　負　債 １１１,０８６
支払手形・買掛金 ４８,５２０
短 期 借 入 金 １９,０３２
一年以内返済の長期借入金 ５,６８０
一年以内償還社債 １０,０００
そ　　の　　他 ２７,８５３

固　定　負　債 ５８,８７１
新株予約権付社債 ２８,８１９
長 期 借 入 金 ２７,４１０
そ　　の　　他 ２,６４１

負　債　合　計 １６９,９５７

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本
資　　本　　金 ２３,６２３
資 本 剰 余 金 ４５,５８６
利 益 剰 余 金 ６０,６８７
自　己　株　式 △３,５４１

株 主 資 本 合 計 １２６,３５６
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 ８８９
評価・換算差額等合計 ８８９

純 資 産 合 計 １２７,２４５

負債・純資産合計 ２９７,２０３

損益計算書
（平成１８年４月１日～９月３０日） （単位：百万円）

科　　　　目 金　額

売　　　　　　上　　　　　　高 １６９,０１９
売　　　上　　　原　　　価 １５２,７１０
販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 １５,９５６

営　　　　業　　　　利　　　　益 ３５１
営　　業　　外　　収　　益 ４,１２９
営　　業　　外　　費　　用 １,１５５

経　　　　常　　　　利　　　　益 ３,３２５
特　　　別　　　利　　　益 ５３６
特　　　別　　　損　　　失 １,１６８

税　引　前　中　間　純　利　益 ２,６９３
法 人 税 、 住 民 税 ・ 事 業 税 ８０７
法　人　税　等　調　整　額 △７９

中　　間　　純　　利　　益 １,９６５
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ナノ・マシニングで光を自由に操る
―微細加工と回折光学デバイスの開発―

近年、「ナノテクノロジー」という言葉が一般にもよ
く聞かれるようになっていますが、そもそも「ナノ
(nano)」という言葉は、10億分の1を意味する接頭語で
す。よく使われる単位「ナノメートル(nm)」は、10億分
の1メートルで、生物化学の視点からは、菌やウイルス
よりも、さらに小さな原子や分子の大きさにあたります。
このような大きさの世界においては、私たちが日頃触れ
る世界とは異なる現象が生じており、それらを見つけて
利用する技術が「ナノ加工テクノロジー(超微細加工技
術)」です。当社は先頃、「光導波路」という光通信用に
データを高速伝送するための樹脂ケーブルを開発、
「ALPS SHOW2006」でも発表いたしました。このケーブ
ルは、長さは最大10センチメートルほどで、毎秒約20ギガ
(１ギガは10億)ビットレベルの情報を送ることができます。
また、薄形のため曲げることも可能で、サーバーなど大
容量データを扱う機器内部において狭いスペースの配線
などにも適しています。光導波路などの光通信用部材の
市場が本格稼働するのは2010年前後になる見込みです。

Hot in Technology 新製品・新技術の紹介

10

通信デバイス事業部が地域の道路清掃に協力

8月、通信デバイス事業部相馬工場は国土交通省東北地方
整備局と「ボランティア・サポート・プログラム」の支援協
定を締結しました。これは、地域
住民や企業等が道路の清掃などの
活動を行い、地域にふさわしい道
づくりを進めることを目的として
います。今回の締結によりさらな
る地域貢献活動の充実を図ります。

本社での収集ボランティア活動

本社では、ボランティア活動の一環として、収集ボランティ
ア活動を随時行っています。多く収集された外貨コイン、書
き損じのハガキ、各種プリペイドカードなどを収集・換金す
ることで、皮膚病予防の石鹸やトマト・キャベツの種等が購
入でき、途上国の生活改善運動に役立っています。収集物は、
「大田区社会福祉協議会」を通してボランティア団体に寄付
されます。

産学連携創造性育成教育支援プログラムに協賛

9月、東京工業大学工学部電気電子工学科が主催する一般
公開イベント「大岡山ゑれきてるコンテスト」に協賛企業と
して参画しました。これは、電気電子工学の原理と現代先端
技術を応用した独創的人力発電機を製作し、発電する電力を
利用したパフォーマンスを競うもので、当社社員も審査員の
一人として参加しました。
今後もこのような体験の場の提供を通じ、次世代へ「もの

づくり」の楽しさや醍醐味を伝えていきます。

Green 社会・環境への取り組み

右は、当社の環境シンボルマークであり「大

気」・「水」・「土壌」という環境の重要な3要

素を表現しています。

協定書を手にする米谷事業部長（左）

20μｍ

1.5μｍ

光導波路

拡大図 断面図

20μｍ



Topics 最近のトピックス
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宮城県知事が古川工場を訪問

8月23日、宮城県古川工場に村井嘉浩宮城県知事が訪問し
ました。宮城県は、東北地域の産業振興施策として「みやぎ
自動車産業振興協議会」を立ち上げるとともに、岩手県・山
形県と3県合同で「とうほく自動車産業集積連帯会議」を７
月に発足しました。今回の訪問は、当社が２つの組織の幹事
会社として協力していくことがきっかけとなりました。

「心から尊敬するデザイン」展に当社製品が選出・展示

8月30日から9月4日まで東京松屋銀座にて「2006年度・
日本デザインコミッティー企画展『Design with Respect 』－
心から尊敬するデザイン」展が開催されました。当社製品は、
インダストリアルデザイナーの山中俊治氏より「この芳醇な
手触りの世界を作ったたくさんの技術者達に、心から敬意を
表したい」との主旨によって選出され、タクトスイッチ®を
はじめとするスイッチ、コネクタ類が展示されました。

上海アルプス・寧波アルプス新工場開所記念式典を開催

上海アルプス及び寧波アルプスは、9月13日と15日にそれ
ぞれ、政府関係者をはじめとした来賓の方々の多数列席のも
と、新工場開所記念式典を開催しました。上海アルプスは、テ
レビチューナなどの高周波製品生産拠点として、寧波アルプ
スは、マルチプロダクション化を推進する中国国内における

2006年

8月 ●宮城県知事が古川工場を訪問

●｢心から尊敬するデザイン」展に当社製品が選出・展示

9月 ●上海アルプス・寧波アルプス新工場開所記念式典を開催

10月 ●｢CEATEC JAPAN 2006｣に出展

●国際研修協力機構より模範受け入れ機関として表彰

●「ALPS WORLD 2006」開催

当社最大の生産拠点として発
展してきました。
当社は、一貫生産体制の強
化・強固な基盤の構築が一段
落したことで、今後の中国展
開を充実期と捉え、更なる中
国電子産業の発展に貢献して
いきます。

｢CEATEC JAPAN 2006｣に出展

当社は、10月3～7日に千葉
の幕張メッセで開催された
「CEATEC JAPAN 2006」に出
展しました。当社ブースは、
「テーマ展示」と「新製品展示」
にて構成され、微細加工テク
ノロジーが実現する「快適さ」
をメインメッセージとして当社の製品・技術を紹介しました。

国際研修協力機構より模範受け入れ機関として表彰

10月4日、当社は、（財）国際研修協力機構（ JITCO）より
外国人研修生・技能実習生の受け入れにあたり、特に他の模
範となる受け入れ機関であることを評価され、表彰を受けま
した。これは、1980年以来の継続的な受け入れ実績が評価さ
れたもので、今後も海外の現地法人で活躍する研修生の育成
における取り組みを積極的に推進していきます。

「ALPS WORLD 2006」開催

10月28日、当社グループのスポーツイベントを開催しました。
当日は、グループ各社国内外事業拠点より総勢約3,300人が参
加し、各種競技を行うことで、グループの一体感をより一層高
めることができました。

先端技術を一堂に展示

12

盛大に催された上海アルプス記念式典
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携帯電話の急速な普及に伴い、世界市場で
活躍する当社製品

携帯電話は、今や世界的にあらゆる年齢層に普及すると共
に、生活になくてはならないものとなりました。同時に、通
話だけでなくメールやゲーム機能の搭載により今まで以上に
使用頻度が多くなり、携帯電話機器のさらなる小形・薄形化
また高性能化が求められています。
今回は、携帯電話機器に搭載されている当社製品をご紹介
いたします。

カメラモジュール

当社のカメラモジュールは、固有の光学設計と非球面ガラスレ
ンズによる高精細レンズを独自に開発しており、小形化はもちろ
んのこと、より一層の高画質化とオートフォーカスなどの多機能
化を実現しています。

コネクタ

コネクタは、小形メモリーカードの急速な拡大と共に良質
な操作性・実装性が求められております。当社はメモリーカー
ド用コネクタの開発で培った精密微細プレス技術、薄肉成形加
工技術及び機構設計技術により、携帯電話に求められる小形化
を実現し、耐震動性、耐衝撃性にも優れ、ほとんどのメモリー
カードに対応出来る製品バラエティを実現しています。

コンタクトシート™

コンタクトシート™は、タクトスイッチ®と共に今後更なる複合
化のニーズの増大に対応しています。当社独自の接点加工技術を
生かし、メタルコンタクトを一体化したシートを開発し、接合に
おける信頼性と実装性の向上を実現しています。

サイドプッシュ™タクティールスイッチ

サイドプッシュ™タクティールスイッチは、特に側面操作への
需要が高まり注目されています。独自の精密微細プレス技術や薄
肉成形加工技術を生かし、米粒よりも小さいサイズを実現し、横
に加わる力に対しても、業界屈指のはんだ付け強度を達成してい
ます。超寿命かつ、より快適な操作フィーリングを追求し、操作
デバイスとして高い信頼性を確保しています。

ＬＣＤ（液晶表示素子）

ＬＣＤには、優れた表示品位と低消費電力が求められています。
当社独自の微細加工技術を駆使した反射板により、外光を効
率的に反射し、バックライト方式比で約20分の1の低消費電力
を実現すると同時に、優れた表示品質を維持しています。

ワンセグ対応チューナ
2003年12月より始まった地上デジタル放送の視聴エリア拡大
と共に、2006年4月から開始された小形携帯機器向けワンセグ放
送に対応した業界最小レベルかつ、良質な受信感度を実現したテ
レビチューナモジュールを実現しています。

当社は、今後も固有の技術を融合させ、携帯電話の楽しみ方を
広げ、新たな価値を創造する製品づくりに注力してまいります。

  小形HDD

 コネクタ

 ワンセグ対応
チューナ

 カメラモジュール

 Bluetooth™モジュール

 VCO（電圧制御発振器）

 タクトスイッチ®

 フェザータッチセンサ™

 コンタクト
シート™

 ＬＣＤ

  サイドプッシュ™
タクティールスイッチ

多機能操作デバイス

開閉検出スイッチ


